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1. はじめに 

1960 年代以来、先進国の海外直接投資を行う企業について様々な観点からの研究が急速

に発展し、先進国の多国籍企業による海外直接投資の動機や意思決定、行動パターンにつ

いての理論的研究や実証的研究が実施されてきた。 

1980 年代に入ると発展途上国における多国籍企業の海外直接投資が増加するようにな

り、1960 年代からの伝統的な理論の限界が指摘されるようになってきている。先進国の多

国籍企業に比べて発展途上国における多国籍企業は、いわゆる独占的優位性はないものの

海外直接投資の活動を実施しており、投資先も先進国と発展途上国へ同時に分散投資が行

われている。 

本研究では、中国国内における海外直接投資理論の研究の発展に焦点を当て、海外直接

投資の伝統的な理論や発展途上国の海外直接投資理論と比較することを目的とする1。 

海外直接投資を研究している中国の研究者達は、海外直接投資を分析し、海外直接投資

を行う企業の優位性、動向、動機、投資方式、場所や業界の選択などを調査している。 

海外直接投資の伝統的理論では、様々な優位性を持っている企業のみが海外直接投資を

行うとする。一方、中国企業は複数の独占的優位性は持たないが、例えば地域優位性など、

ある分野では一定の優位性がある。そして海外直接投資を通じて、海外の多国籍企業の経

営・マーケティング戦略などを参考にしながら、中国企業は様々な競争優位性を自社で育

成することができる。 

経済改革が始まった当初、中国は資本・技術及び有能な人材不足のために、外国投資を

導入し技術・経営レベルを向上させる「引進来」を主とした。この期間に、中国企業は導

入された技術を吸収、改良、革新して、徐々に独自の優位性に発展させ、自発的に海外直

接投資を行う力を養ってきた。2004 年 10 月 7 日付の Standard 誌によると、2004 年初頭か

ら中国企業は海外 160 ヶ国または地域で 7,480 社を設置してきた2。 

中国の WTO 加盟後、国内市場では、国内企業と外資系企業の競争がますます激烈化し

ている。中国企業はグローバル経済一体化を背景に、激しい国際競争に直面しており、必

ず、国際競争の意識を高めなければならない。そのため積極的に「走出去」進出し、国際

マーケティングを開拓し、外国資源を利用し、国際競争力を強化し、国際競争の主導権を

握ることが重要となると思われ、本研究は、そのための新しい理論枠組形成の足がかりと

する。 

 

                                                   
1 中国企業の海外直接投資の歴史とケーススタディは、張 鵬（2008）「中国の対外直接投資」筑波大学

博士（経済学）学位請求論文に詳しい。 
2 Olivia Chung(2004),Outward FDI tops US$33bn, The Standard, October 7, http://www.thestandard.com.hk/stdn/ 

std/China/FJ07Ad01.html 平成 22 年 7 月 27 日確認。 
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2. 発展途上国による海外直接投資理論の新たな展開 

世界的な海外直接投資の急速な拡大に伴い、発展途上国の海外直接投資も増加するよう

になった。Athukorala(2009)によると、1960年代後半からこうした発展途上国からの多国籍

企業（multinational enterprises(MNEs)）の存在が認められていた。  

1980年代後半までそれら発展途上国からの多国籍企業（以下「MNEs」とする）による

ほとんどの投資は発展途上国で行われてきた。当時、MNEsの競争優位性は発展途上国に

適応させた経営慣行と技術力から来ていた。1990年代に入ってから、本国の経済成長の発

展、市場志向型の経済政策の採用、世界市場動向の変化を反映して、MNEsによる国際投

資のパターンと本質が大きく変わってきた。MNEsの数も総対外FDIに対する割合も大きく

増加した。MNEsの中には企業特有の資産を発展させ、従来のドメインである発展途上国

を越えて、先進国にまで経営を広げてきた。 

こうした発展途上国からの対外直接投資の拡大は、伝統的な経済発展論及び直接投資論

の範疇を超えているため、1970 年代半ばから、一部の研究者は、発展途上国の海外直接投

資についての理論をより一層探求し、独特な理論や観点を提示するようになった。  

Diaz-Alejandro (1977)、 Wells(1977)、 Lecraw (1977,1992)等は、発展途上国による海外直

接投資についての初期の研究者である。初期の研究は、1990年代初頭まで、MNEsは適切

な技術と第3国特有の経営に基づいて、発展途上国で開発プロセスを行う「独特の貢献

（special kind of contribution）3」として見られてきた。当時の発展途上国におけるMNEsは

現在とは異なり、天然資源分野の大企業がほとんどで、多くが国有企業であり(Heenan and 

Keegan, 1979)、政府が企業の国際化を助け (Aggarwal and Agmon, 1990)、それらの多くが天

然資源へのアクセスにおいて輸出に対する有意性を持つか、労働コストが低く、他の発展

途上国での運営に適した経営慣行と技術力において多国籍化に対する有意性を持つ

(Kumar and McLeod, 1981; Lall, 1983; Lecraw, 1977, 1993;Wells,1983) が、マーケットリーダ

ーとなる企業は尐なかった(Vernon-Wortzel and Wortzel, 1988)。Wells(1983)と Lall(1983)は

1980年代初旬までに広がった発展途上国による海外直接投資の理論について統合的に扱っ

ている4。それらは、開発段階理論、小規模技術理論、地域限定した技術変化理論、及び技

術的競争力理論などである。 

1980年代に入ると、発展途上国のMNEsは自らの技能や技術に基づいて先進国に進出を

始め発展途上国では、産業のリーダーとなった(Ghymn, 1980;Ulgado et al., 1994) 
5。 

企業の多国籍化で有名な 2 つのモデルがある。1 つ目は、Johanson and Wiedersheim-Paul 

(1975) と Johanson and Vahlne (1977) が提唱した段階的なグローバル展開で Uppsala model

として知られるモデルである。海外市場の知識が尐ない多国籍企業は時間をかけて経験を

積む。まず、すでにある知識が使え、ハードルが比較的低い本国に近い場所に進出し、経

験を積んだあと、より本国から遠い地域に進出するというものである。 2 つ目は

                                                   
3 Wells(1983) at p.3. 
4 Yeung(1999)は、1997 年までの主要な理論についてまとめている。より最近のサーベイは

Cuervo-Cazurra(2008)と Goldstein, A. (2008)が詳しい。 
5 最近の発展途上国の MNEs については Aulakh(2007) と Luo and Tung（2007）を参照のこと。 
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Dunning(1976)が提唱した「折衷理論(eclectic theory)」である。このモデルは企業が海外に

進出するときに優位性に焦点を当てる。すなわち、企業の海外直接投資は、「所有者優位性

(ownership advantage)」、「内部化の優位性(internalization advantage)」、「立地の優位性(location 

advantage)」の三つの優位性によって行われると主張した。すでに、企業が他の企業以上の

優位性を所有し、その優位性を他の企業に販売するよりも自らが利用することにメリット

があり、投資先国がその優位性を利用する上で有利な条件を提供する場合に、海外直接投

資が行われるとした。 

どちらのモデルも1950年代、60年代の先進国（Uppsala modelはスエーデン企業、折衷理

論は英米企業）における企業の国際化を分析するために開発され、その後、国際ビジネス

における新展開を含みながら時間と共に改良されていった (e.g. Dunning, 1995, 2000; 

Johanson and Vahlne, 1990, 2006). しかし、発展途上国の多国籍企業と先進国の多国籍企業

は異なるため、発展途上国の多国籍化を説明するにはさらなる解釈が必要とされるが

(Dunning, 2000; Dunning et al., 1998)、中国企業の多国籍化においても同じことが言えるだろ

う。 

3 中国における海外直接投資理論の研究 

中国における海外直接投資理論の研究は、様々な観点から積極的に行われている。中国

における海外直接投資の研究者は、中国企業の優位性、投資方法、地域、業種の選択など

について考察している。宝（1996）は、発展途上国の FDI の基本的な動機は市場支配と規

模の経済の追求であるが、主要でない動機として海外の先進技術と異なる市場における経

営手法を学ぶためとしている。馬＝張（2000）は、Frederick T. Knickerbocker（1973）の寡

占的反応理論を用いて、発展途上国による FDIは先進国からの挑戦と圧力に応えたもので、

たとえ競争力がなかったとしても、発展途上国も戦略競争型 FDI を行うことができるとし

た。彭（2004）は Vernon(1966)の「製品ライフサイクル理論(product life cycle theory)」に基

づいて分析している。 

3.1 段階モデル 

このように、中国では欧米の理論に基づいて分析している学者が多いが、特に段階的な

海外直接投資について触れている研究が多い。 

吴＝黄(1997)は、海外直接投資は段階的に発展するとして、二段階理論を提示した。彼

らが指摘した二段階理論というのは、企業の FDI の状態を産業別の経営資源レベルと国際

的な経営資源レベルの相対的な地位の観点から分析するものである。仮に、一般的な経営

資源レベルがホスト国（受入国）より母国（投資国）企業のほうが高ければ、優位の状態

にあり、企業の収益を向上させることに重点をおく（利潤獲得型 FDI）。逆に、务勢の場合

は、母国（投資国）の企業はホスト国（受入国）における経験を積む（経験獲得型 FDI）。

発展途上国に対して言えば、最初は、先進国のホスト国から経験を得る FDI から始める。

十分な経験を得た上で、経験獲得型 FDIが利潤獲得型 FDIに変化するとしている。刘（1998）

は、二段階理論をより明確にし、先進国から学ぶ経験獲得型 FDI について議論している。

冼＝楊(1998)は発展途上国の海外直接投資を 2 つのタイプに分類した。一方は発展途上国
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から先進国への投資(FDI-I)であり、学習型 FDI とする。他方は、発展途上国から他の発展

途上国への投資(FDI-II)であり、競争戦略型 FDI と呼んだ。初期の学習型 FDI を通じて、発

展途上国の企業は技術を積み重ねるスピードと効果を高め、所有権優位を高めることがで

きる。その後、競争戦略型 FDI を通して、市場シェアが固まる。両者とも、発展途上国が

初期の学習型 FDI を通じて、手に入れた技術のほうが先進国の持っている技術より優れる

ようになれば、FDI-I から FDI-II に転換すると指摘した。馮（2000）は 5 段階周期の理論

を発表した。これらは Uppsala model の拡張版と考えられるだろう。 

3.2 比較優位論 

 中国企業による対外投資活動の発展に従って、1990年代以降、中国の多国籍企業に関す

る競争戦略分析が次第に中国国内の学者の関心を持つ重要な問題になってきた6。程 (1998)

は、中国の多国籍企業による投資は、技術と資本において一定の比較優位を持っているた

め、すでにいくつかの総合的な多国籍企業を形成したため、彼らの対外投資の内在する原

動力は強まってきたとする。 

聶（2001）は比較優位理論を用いて、中国企業は人的資本と技術資本を通じた比較優位

を利用して国際競争に参与するべきであり、それらの優位性によって国際的な競争力の実

現がもたらされるとする。 

3.3 閾値論 

楚＝胡（2003）は、企業が海外で直接投資できる実行可能性は、企業が備えなければな

らない条件（すなわち投資閾値）と企業の投資能力を決定する「多国籍企業による投資閾

値論」を提案する。具体的な投資項目と投資の内容、および企業が必ず越えなければなら

ない投資閾値の高さ、企業の投資の動機と目的に関係があるとする。そして海外投資を行

うには、１．伝統的な海外直接投資は技術優位を独占することを目的にして利潤を求め、

企業能力を最大化することで、投資閾値を定める。2．資源開発型の対外直接投資では、通

常、成熟した技術だけを必要とするので投資閾値が低い。3．優位性を求めて海外に直接投

資するので、長期に投資する戦略を取ることができ投資閾値が低い、という 3 つの特徴が

あるとした。 

3.4大国総合優位性論 

 中国は転換期にあり、地域的に経済と技術の発展が不均衡である。欧（2006）は、中国

は、そのような「多重構造」の利点を統合して発展途上国の優位性と先進国の優位性を合

わせた「大国統合優位性」を形成するとする。この理論は中国経済の競争力の基礎を分析

した上で、中国の特色と中国経済の競争力の枠組を構成する。 

3.5 アンケート調査 

 中国では、海外直接投資に関するアンケート調査による実証研究も行われている。1991

年、中国対外経済貿易大学の多国籍企業研究センターは、国内の20数社の大会社に対して、

海外投資を行う動機についてアンケート調査を行った。1993年には、山東省にある中国海

外企業の研究グループが山東省内の9社の海外直接投資に対する動機についてアンケート

                                                   
6 黄庆波、冯琳（2008）「跨国公司竞争战略」清华大学出版社。 
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調査を行っている（谢 1997）。 

中国商務部研究院（2006）は中国企業411社に対して対外直接投資に関する詳細なアンケ

ート調査を行った。この調査によると対外投資を行っている企業の約半数が海外市場での

競争に参加するために、政府による企業の資金調達に関する問題の解決を望んでいること

が分かった。―企業の政府に対する期待‖に対し、海外業務と資金調達の簡略化が18.9%、中

国の銀行の海外支店から貸付を受けることを希望している企業が14.1%、資本規制の緩和

と人民元の自由な両替の実現の希望が12.1%あった。レポートの中で商務部研究院の金柏

松研究員は、中国企業が海外に投資するためには政府が資金調達の難題を解決することが

必要であると指摘している7。 

中国国際貿易経済協力研究院（中国国际贸易经济合作研究院）が2005年に全国13都市に

ある中国企業102社の経営陣にアンケートを行ったところ、48.4%が2年内に海外投資を行

う、70%の企業は4年内に海外業務を広げる準備をする、20%の企業はその海外の投資総額

が1000万ドルを越えると予想すると答えた。調査の中で、大部分の企業が投資目的地とし

て、米国、ドイツ、イギリスを優先的に選んだ。また、低い税率、補助金などの政策が海

外投資をする目的地を選択する主要な要因として挙げられた8。 

鲁＝李(2003)は温州在中の民営企業112社に対して、海外進出の動機、海外市場の選択、

障害などについてアンケート調査を行った。その結果、中国の中小企業も国際化を進めて

いることが分かった。中国企業は国際化の過程で、学習、協調、イノベーションを一体化

したが、それらは中国企業の国際化の肝心な要素となった。江(2001 ,2006)は、中国の対外

投資規模について分析のフレームワークを作り上げ、中国の「第10次五ヵ年計画（2001～

2005年）」の ―11、15‖期に海外直接投資する決定要因の分析を行って、規模と構造の特徴

を予測した。 

3.6 海外直接投資を行う動機についての研究 

海外直接投資の動機についての代表的な分析は、康=柯(2002)が中国多国籍企業の「競争

優位論」、謝 (2002)が、広義の「優位性獲得論」を提案した。王 (2004) は、中国は海外直

接投資を通じエネルギー資源を調査、発見、研究することで、市場占有率を得ようとして

いるとする。市場と資源などの特定の資産の獲得が、発展途上国の対外投資を展開する主

要な原因である。そのため、中国企業による海外直接投資は、多国籍経営の初級段階の特

徴を展開していると分析する。 

3.7 政策に関する研究 

政策についての研究は、主に中国の現在の政策がカバーする範囲、支持力、制限などに

ついて足りない点を挙げている(隆、2002) 。完全な管理体制、法体系の設立、透明度を高

                                                   
7 调查显示我国近半数对外投资企业筹措资金困难 http://www.sina.com.cn 2006 年 07 月 19 日 18:02 新

华网。「一部の国外投資外国為替管理政策の調整に関する通知（关于调整部分境外投资外汇管理政策的通

知）」は 2006 年 7 月 1 日施行され、国家外為管理局は為替の数量制限を廃止した。中国内の投資家は審

査・許可を通じて先に資金を集めることができる。  

報告は、この政策の実施は企業の資金調達問題を緩和すると言うが、実際には、まだ資金繰りが難しい

ため、多くの企業は海外で無断で口座を作って資金調達を行う。平成 22 年 7 月 31 日確認。 
8 「调查研究显示:近半中国企业计划两年内投资海外」北京青年报 2005 年 03 月 02 日 

http://www.xinhuanet.com/
http://www.xinhuanet.com/
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め、人材育成、税収、外国為替などの優遇政策などを重視するよう提案した研究もある(魯、

2002) 。 

3.8  投資発展経路（IDP：Investment Development Path)理論 

1980年の初め、Dunning は1967年から1978年までの67ヶ国における直接投資と経済発展の

関連性について研究した結果、国の直接投資は一人当たりGNPに関連しており、国の海外

直接投資の残高すなわち    （ある時点でのある国の直接投資流出絶対額と同流入絶対額

の差）は当該国の経済発展段階の関数で表されるとした（Dunning, H.Ｊ.and Narula, R.1996, 

pp.2-8)。 

国の経済発展段階には、一人当たりGNP、教育レベル、海外に向かって開かれているか

どうかが含まれる。中でも一人当たりGNPが最も重要である。 

李（2007）は、投資発展経路理論に基づいて、中国の海外直接投資について実証分析を

行った。一般的にIDP経験分析モデルは次の式で表される。 

                           
                     (1) 

あるいは               
        

                   (2) 

その中で、NOI は1人当たり対外投資貯蓄量、GDP は1人当たりGDPとする。李（2007）

は1980年から2005年までのパネルデータを用いてこの2つのモデルを用いた実証分析を行

った。1人当たりと総量のFDI、GDPのデータは国連貿易開発会議オンライン（www. unctad. 

org）からのデータベース、産業や各国（55カ国）のデータは世界銀行からのオンラインの

データベース(www.worldbank.org ) を用いた。 

その結果、1人当たりGDP が海外直接投資に著しい影響を与える要因であることが分か

った。1人当たり固定資本の形成と1人当たりGDPは 高い相関を持つため多重共線性の恐れ

がある。輸出は対外投資に影響を与える重要な要素である。全世界の総括的な需要と全世

界の貿易の総量は対外投資の著しく影響を与える要因である。モデル変数の中で、経済の

総量に対する政府の支出の割合は有意な変数の一つとなったが、この結論には慎重に対応

しなければならないとしている。 

4.その他の理論 

何（ 2 0 0 8）に よ る と 、中 国 企 業 の 国 際 化 の 過 程 は 改 革 開 放 に 伴 っ て 1

歩 ず つ 展 開 し た の で 、 ① 現 地 企 業 と の 合 資 方 式 を 採 用 し 、 単 独 進 出 は

尐 な い 、 ② 資 源 開 発 を 目 的 と す る 進 出 が 一 番 多 く 、 技 術 レ ベ ル は ま だ

低 い 、 ③ 比 較 的 集 中 し た 地 域 に 進 出 す る 、 ④ マ ク ロ 管 理 が 弱 い 、 と い

う 、 発 展 途 上 国 に お け る 企 業 の 国 際 化 に お け る 初 期 段 階 と 同 じ よ う な

特 徴 を 持 つ 。何（ 2 00 8）は 中 国 企 業 に よ る 多国籍経営はまだ初期の段階にある

ため、国の指導を必要とするだけではなく、国によるコンサルティング、立法、外交など

各種のサービスの提供を必要としているとする。また企業がFDIを実行し、成功するには

Dunning（1988，1992）が提唱する、所有優位性、内部化優位性、立地優位性の3つの優位

性、いわゆるOILパラダイムを育成しなければならないとする。 

劉(2001)は統計データを用い、中国の海外直接投資の歴史的な傾向分析やモデル解析を
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行った。投資開発サイクルの理論に基づいて、中国の外国直接投資を検証し、中国は、投

資開発サイクル理論の第 2 段階にあることを示した。 

邢(1998)の有効資本論は、資本剰余と独占的優位性の理論が中国に適用できないと主張

するものである。中国の海外直接投資は、資本を輸出することと独占的優位性を造ること

を 1 つのプロセスに統合することである。 

孫(2000)は、中国の海外直接投資の総合優位な理論の 3 つの側面として、まず投資動機

の多極化、次に差別優位性の多様化、最後に、発展スペースの多様化を挙げた。中国は経

済発展が不均衡である一方、高成長している大国であり、先進国と発展途上国の特徴を兼

ね備えている。中国の海外直接投資の動機はこれらの多様化を統合したものとなっている。

同時に、ホスト国（受入国）に比べて、多層にわたる優位性と総合的な差異の優位性を持

っている。その上、海外直接投資におけるあらゆる段階の共存、技術構造の多面性、投資

本体の多元性及び投資対象が全方位という 3 つの側面の間には、お互いに刺激、促進し合

う海外直接投資の総合的な優位性につながり、総合の利益を得ることになるとする。 

曽(2003)は、中国の海外直接投資は、先進国のハイテク産業の集合効果を利用すること

によって、自分の利点を最大限に向上させることができると指摘した。 

韋＝黄（2004)は、中国のハイテク企業は、知識集約型と技術集約型の企業をたくさん有

する先進国で海外直接投資を行うとした。 

謝＝胡(2005)は、急速に変化するダイナミックな世界的市場環境の中で、中国のハイテ

ク企業が世界規模の学習メカニズムを構築し、コア競争力を高めると考えている。 

陳＝陳(2005)は、中国民間企業が国際化するのは、一連の特有な要因に制約され、企業

タイプ、発展段階、発展規模、業界の性質、製品の品質と企業国際化の経営理念を含む要

因あることを示した。これらの内部要因の影響を客観的に正しく理解することは、中国民

間企業の国際化をスムーズに行うために重要となる。 

5. 中国企業の海外直接投資のパターン 

朱(2007)
9は、中国企業の海外投資のパターンが先進国と発展途上国では異なっているこ

とを指摘した。先進国への投資は、物流サポート、販売・マーケティング、研究開発、地

域本部の設置などが主な目的である。手段は M&A が主に用いられている。発展途上国の

場合は、生産拠点への投資が多く、手段も新規投資（グリーンフィールド）が多い。 

 大企業と民間企業あるいは中小企業では、海外進出時の戦略が尐し異なる。中国の大企

業は、国内である程度発展し、余力が出てきたために海外進出するということではなく、

発展すると同時に海外に出なければ生き残ることも難しいという状況に置かれており、グ

ローバル化を企業の発展と同次元で考えている。さらに、中国企業は、グローバル競争の

後発組であり、以前の技術がほとんどないため、海外投資を通じて、技術や市場など、競

争の優位性を獲得、維持することになる。これは諸外国の多国籍企業と比べて大きく異な

る点である。 

 民間企業や中小企業の場合は、既存の技術や過剰設備を活用し、後発の発展途上国、特

                                                   
9 朱 炎(2007 年)「中国企業の「走出去」戦略及び海外進出の現状と課題」中国経営管理研究 第 6 号 p11 
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に周辺国への投資が多い。競争を避けて、新興市場を開拓するケースも多い。場合によっ

ては先進国の企業がほとんど行かないところに進出するのである。アフリカで中国民間企

業の投資が多い理由はここにある。 

  一方、苑(2007)
10は、中国企業の海外進出実績を大まかに類型化すれば、表 14 に示すよ

うに、4 つのタイプに分けることができる。 

まず、第 1 タイプは「グリーンフィールド型」である。いうまでもなくこのタイプは、

企業が海外で新鋭工場を建設する進出方式を指す。本来なら、これは一部の先進国の製造

業企業が好む進出方式であるが、現在、中国の家電、電子、紡績企業もこの方式を多用し

ている。したがって、このタイプは、すでに一定の競争優位と生産ノウハウを獲得した産

業分野が多い。典型的な事例として、ハイアールの東南アジア工場や TCL の南アジア工場

（パキスタン、バングラデシュ）とロシア工場が挙げられる。要するに、より自信を持つ

産業分野の企業は、独自の力で海外事業をゼロからスタートする。実際、ハイアールと TCL

の東南アジア工場には単独出資によって設立されたグリーンフィールド型のものが圧倒的

に多い。 

この分野の企業における海外進出の背景・理由として、(1)ある特定産業分野における相

対過剰資本の存在、(2)国内市場の供給過剰、(3)国内市場での過剰競争、などの点が挙げら

れる。前述したカラーテレビの事例は典型的である。 

ただし、このタイプの企業は、海外現地市場において強い競争ライバル―日本、韓国、

欧州企業に直面しているので、簡単に海外市場では成功を収めることができない。実際、

インドにおける康佳（1999 年進出）と TCL（2000 年進出）の現地テレビ工場は、韓国の

サムソンや LG の現地工場から強い競争を受けて現在でも大きな市場シェアを獲得できず

苦戦中である。 

そして、第 2 のタイプは、「テークオーバー型」海外現地の既存企業を買収することによ

って進出する方式である。この方式で海外進出を図る代表的な産業分野は、石油、自動車、

IT などである。そのうち、海外供給に大きく依存する石油産業分野が、もっとも目立つ。

2002 年に中国石油天然気集団、中国海洋石油総公司がインドネシアの石油会社 Devon 

Energy社の天然ガス採掘権およびスペイン系企業の油田権益をそれぞれ買収したことを始

め、国有石油企業の海外買収は絶えず行われてきた。そのうち、中国海洋石油による米国

ユノカル社の買収(2005 年)の失敗例もあった。むろん、これらのテークオーバー型海外進

出の背後には、国家のエネルギー戦略（海外供給の確保）とイラク戦争後の石油産業の高

利益率という要因があった。そして、自動車産業もテークオーバー型海外進出の典型分野

である。ただし、石油企業と違って自動車企業の海外進出は、海外ブランドと先進技術の

獲得を目的とした事例が多い。そのうち、上海汽車による韓国双竜自動車の買収(2004 年)

および南京汽車によるイギリスローバー社の買収(2005 年)は、上記の目的をはっきり示し

ている。周知のように、中国自動車市場の急拡大と民族系企業の技術進歩には、大きなギ

ャップがある。したがって、WTO 加盟後、海外の有力メーカーと競争することは、すでに

                                                   
10 苑 志佳(2007 年)「中国企業の海外進出と国際経営」中国経営管理研究 第 6 号 pp 32-35 
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避けられない。そのため、より速く世界に通用する技術を獲得し世界市場で認知されたブ

ランドで製品を販売する経営戦略を中国企業は持っている。その速い方法の一つは、海外

の既存企業の買収である。この傾向は IT 産業にも見られる。TCL によるフランス Alcatel

社の携帯電話部門の買収はこれを示している。また、聯想集団（レノボ）による IBM パソ

コン部門の買収も同様な経営戦略を反映している。 

第 3 のタイプは、「R&D 型進出」である。このタイプの海外進出は現在、IT 分野に限ら

れている。1990 年代後半から通信設備・ソフト開発の大手企業華為技術は、アメリカのシ

リコンバレー、ダラス、インドのバンガロールなど 8 ヵ国に研究開発を目的とした現地企

業を設立した。毎年、華為技術企業は国内外に 200 件程度の技術特許を申請しているが。

その中には、海外子会社が開発したものが多い。要するに、このタイプの海外進出の目的

は、海外の最先端技術の集積地に子会社を設立することによって、その市場に通用する技

術を獲得し情報を収集すると同時に、現地の人的資源も活用することである。実際、1980

年代に韓国のサムソンも半導体事業を発展させるために、シリコンバレーに子会社を通し

て、技術の習得と人材獲得を行った歴史もある。今後、中国企業が同様な手法を使う可能

性もある。また、このタイプの海外進出はその他の産業分野にも及ぶかもしれない。 

 

表 1 中国企業の海外進出パターン 

タイプ グリーンフィールド型 テークオーバー型 R&D型 戦略提携型

典型事例 TCL、ハイアール、格力 中国石油、上海汽車 華為 TCL、ハイアール

主な産業分野 家電、電子、紡績 エネルギー、自動車、IT IT 家電、IT

主要出資方法 単独出資、合併 単独出資、合併 単独出資 合併

進出先 東アジア、南アジア、東欧 先進国地域 アメリカ、インド、欧州 先進国地域

1　相対過剰資本　　　       　2
国内供給超過
3　国内市場における過剰競争

進出動機・要因 1　資源獲得
2　市場開拓
3　技術獲得

1　最先端技術の獲得
2　海外人的資源の活用

1　海外ブランドの獲得
2　海外既存市場へのアクセス

出所：苑 志佳(2007 年)「中国企業の海外進出と国際経営」中国経営管理研究 第 6 号 p33 

 

 第 4 のタイプは、「戦略提携型進出」であり、家電・IT 分野に見られたパターンである。

有名な事例は、TCL と松下との提携およびハイアールと三洋との提携であるが。中国企業

と欧米企業間の提携も多い（TCL とフィリップス、青島ビールとアンハイザーブッシュな

ど）。このタイプは、海外市場に素早くアクセスできると同時に、海外市場の既存ブランド

を活用できる利点もある。その目的によってこのタイプの海外進出先に、合弁の出資方式

で先進国に集中している。 

 基本的に上記の 4 類型は、現段階における中国の製造業企業の海外進出の特徴を示すも

のであるが、別の視点から見た製造業企業の海外展開は、同様に面白い傾向を示している。

つまり、製造業企業の対外投資は「先進国向けパターン」と「発展途上国向けパターン」

にはっきり分かれている。ASEAN を中心とする東南アジアおよび東欧に進出した製造業

企業は強い生産指向を示している。電気・電子企業の「康佳」「TCL」「長虹」などによる
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インドネシア、ベトナム、ロシアへの工場進出は典型的な事例である。これに対する西欧、

日本、アメリカなど先進国地域に進出した製造業企業は、市場開拓、技術獲得、R&D 能力、

ブランドの獲得といった強い非生産指向を示している。広く知られている「聯想集団（レ

ノボ）」による IBM 社パソコン部門の買収（2004 年）や「TCL 集団」によるフランス Alcatel

社の携帯電話部門の買収（2004 年）は、上記の特徴を強く示している。つまり、先進国企

業を買収することによって国際市場で持たなかったブランド力および製造技術の獲得は、

先進国進出の主要な目的である。 

 

6.まとめ 

このように、中国の学者たちは海外直接投資の研究に対して、主に海外直接投資の性質

を決める研究と企業の調査研究の分析に基づいた研究を主としている。そしてこれに基づ

いて、中国企業が対外直接投資において、どのように優位性を得るのか提案を行っている。 

経済改革が始まった当初、中国は資本・技術及び有能な人材の不足のために、外国投資

を導入し技術・経営レベルを向上させる「引進来」を主とした。この期間に、中国企業は

導入された技術を吸収、改良、革新して、徐々に独自の優位性に発展させ、自発的に海外

直接投資を行う力を養ってきた。しかも、中国の WTO 加盟後、国内市場では、国内企業

と外資系企業の競争がますます激烈化している。もし、中国企業がローカル市場のみを固

く守れば、国際市場への進出を放棄することになり、国内の激しい競争環境の中でのみ事

業を展開しなければならないため、国内市場における経営はますます厳しくなる。中国企

業は、グローバル経済一体化を背景に、激しい国際競争に直面しており、必ず、国際競争

の意識を高めなければならない。そのため積極的に「走出去」進出し、国際マーケティン

グを開拓し、外国資源を利用し、国際競争力を強化し、国際競争の主導権を握ることが重

要となると思われる。 

中国の研究のほとんどが欧米の海外直接投資理論の拡張を行っているように見える。今

後、中国企業の海外直接投資が増えるとともに、よりオリジナルな視点が出てくるだろう。

発展途上国の海外直接投資理論の視点と中国研究者の理論的な研究成果は、海外直接投資

を行っている中国企業に貢献するだろうと思われる。 

 

以上 
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